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農地整備課
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補正予算のポイ
ント・主な取組

（予定)

【地籍調査事業】
　激甚化・頻発化する豪雨災害等に備え、今後土砂災害等が発生する可能性が高いエリア（土砂災害特別警戒
区域等）のうち、人家や重要インフラへの影響が大きいなど特に緊急性が高い地域の迅速な復旧・復興に必要
な地籍調査について、国の補正予算に対応し、市町村への補助金を増額する。
　・対象市町村　４市町村
　・補助率　　　3/4以内

２　令和３年度事業内容

R１年度
8,085

当初予算 333,685 292,517

R２年度末

指標の状況及び目標値　[ ↗ ：改善 、↘ ：悪化 、→ ：変化なし ］
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区分（単位：千円） Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

No 成果指標 H30年度

327,265

110,155

1
実施市町村におけ

る調査面積(km2）
― ―

１　現状と課題

目指す姿
・

これまでの取組

【目指す姿】
　土地の境界確定により地籍の明確化を進め、成果を国土の保全や土地取引の円滑化、災害復旧の迅速化など
に活用する。

　第７次国土調査事業十箇年計画（令和２年度～11年度）における目標面積 187km2

【これまでの取組】

　第６次国土調査事業十箇年計画（平成22年度～令和元年度)における目標面積490km2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒実績146km2、達成率30％

令和２年度
点検結果
（令和元年度

   実施事業分）

・
現状分析

課　　　　題 今後の方向性

　宅地や農地に比べ、林地の進捗が遅れている。 　林地において、新技術（リモートセンシング技術）
を活用した調査を促進する。

　次の地域を優先的に実施する。
　①社会資本整備　②防災対策　③都市開発
　④森林施業　　　⑤所有者不明対策

　地籍調査を促進することにより、防災対策の推進及
び社会資本整備の効率化を図る。

42,375-52,822

276,805
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Ｒ３年度
目標値

予
算
額

前年度繰越 96,751 61,988

22

補正予算

合計（A) 377,614 322,738

-31,767

 決　算　額（B） 314,639 314,653

130,290 107,613

3

2

職員数（人） 6.10 6.10 6.00

成果指標
設定理由

①第７次国土調査事業十箇年計画（令和２年度～11年度）に基づき、令和３年度実施市町村における計画面積
（累計）を成果指標に設定した。
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